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研究要旨 
 慢性疼痛は、健康アウトカムの悪化のみならず社会経済的な損失とも関連することが知られ
ている。そこで本稿は、慢性疼痛に関する「治療介入の費用対効果」と「社会経済的な疾病負
担」を明らかにすることを目的に、文献レビューとモデル計算を行った。その結果、慢性疼痛
の治療介入のうち教育・運動療法や認知行動療法は、一般診療（薬物療法含）に比べて費用対
効果が良いことが明らかとなった。また、本邦のアブゼンティズムおよびプレゼンティズムに
よる経済損失の総計は、年間2兆円程度と理解された。以上から、我が国の慢性疼痛の疾病対
策として、費用対効果に優れる医療技術を中心に診療介入を積極的に行うことで、個人の疼痛
軽減を進めつつ国全体の労働損失も防ぐことが期待される。 

 
Ａ．研究目的 
慢性疼痛は、健康アウトカムの悪化のみな
らず社会経済的な損失とも関連することが知
られている。一方で、慢性疼痛は、その原因
が侵害受容性、神経因性痛、心因性疼痛等と
多様かつ複雑であり、敏感愁訴や内的経験、
受診抑制等も背景に、治療介入の費用対効果
評価や疾病負担としての経済的損失に関する
報告が少ない。特に、本邦では複数の研究報
告について、医療経済的な分析手法を統一し
て横断的に整理した研究は稀有である。そこ
で本研究は、慢性疼痛に関する「治療介入の
費用対効果」と「社会経済的な疾病負担」を
明らかにすることを目的に、文献レビューと
モデル計算を行った。 
 
Ｂ．研究方法 
（１）治療介入の費用対効果 
本課題では、慢性疼痛に関わる治療技術の
費用対効果評価について、先行研究をレビュ
ーし整理した。なお、患者病態や介入技術を
横断的に整理することを目的に、病態は症例
数の多い慢性腰痛を、技術は薬物療法、外科
治療、教育運動療法または認知行動療法を、
評価は直接医療費（旅費等除外）と質調整生
存年（Quality-adjusted life year：QALY）
を中心とした。対象期間は、最新の評価動向
を整理するために、過去5か年（2014年～2018 

 
年）とした。対象データベースは、NLM（米国
国立医学図書館：National Library of 
Medicine）内のNCBI（国立生物. 科学情報セ
ンター）が作成しているデータベースである
PubMedとした。また、検索キーワードと関連
条件は、「chronic low back pain」AND
「cost-effectiveness」AND「qaly」とした。
なお、選択対象とした論文種別は査読のある
原著論文であり、研究のエビデンスはクラス
Ⅱ以上のものとした。 
（２）社会経済的な疾病負担 
本課題では、慢性疼痛に関わる本邦の疾病
負担について、その社会経済的な影響（マク
ロの医療費用、介護費用、労働損失）を論じ
るために、先行研究のレビューを実施した。
対象期間は、比較的最新の分析動向の整理を
主旨に、過去10か年（2009年～2018年）と
した。対象データベースは、NLMのNCBIが作
成しているデータベースであるPubMedとし
た。また、検索キーワードと関連条件は、
「chronic pain」AND「economic impact / 
socioeconomics」 AND「absenteeism / 
presenteeism」OR「medical budget」OR「elder 
care budget」とした。なお、選択対象とした
論文種別は査読のある原著論文であり、研究
のエビデンスは関係する社会科学系の領域に
も配慮して、カテゴリⅣ以上のものとした。
なお、対象地域は、研究目的から日本に限定
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をした。 
さらに、本稿では一般市民または一般患者
を比較対照に、慢性疼痛の罹患者、すなわち
慢性疼痛を発症（または併発）等することに
より生じる、日本全体の社会経済的な不利
益・負担（労働損失や医療費用）の増加分を、
モンテカルロ法でシミュレーションした。こ
の算定は、レビューで得られた研究データに
各種の統計データを追加し、慢性疼痛を罹患
することで増加する社会経済的な影響の期待
値を年間単位で算出した（算定モデルの基本
概念と応用したデータは表2の下段に記載）。
なお、解析においては、群間比較に用いる要
素の頑健性（群間の検定等；有意水準5％）
を予め検証し、解析結果の信頼性を担保した。
また、確率的感度分析は、算定パラメータの
分布を一部仮定し、1千回シミュレーション
した。 
（倫理面への配慮） 
 公表情報を利用したため、倫理面の対応は
不要であった。 
 
Ｃ．研究結果 
（１）治療介入の費用対効果 
 レビューの結果、4編の報告が選択された
（表1）1)2)3)4)。それらの研究デザインは、
無作為化比較試験が3編（ただしうち2編は
モデル解析を追加している）、前向きコホート
研究が1編であった。サンプルサイズは、91
例～342例であった。対象疾患は、慢性腰痛
（一部は全慢性疼痛も範囲）であり、対象技
術（対照技術含む）は、一般診療（薬物療法）
が3編、神経ブロックが2編、教育運動療法
が2編または認知行動療法が1編、人工椎間
板置換術が1編であった。また、観察期間は、
3か月～24か月となっていた。評価指標は、
複数の解析が行われていたが、全てQALYによ
る費用対効果分析が実施されていた。なお、
エビデンスクラスは、Ⅰｂが1編、Ⅱａが1
編、Ⅱｂが2編となった（分類の妥当性検証
は未実施）。対象地域は、米国が2編、日本が
1編、他が1編であった。 
 選択された報告のうち本邦からの発表が1
編3)あったので、本節ではその概要を簡単に

紹介する。この報告によると、難治性の慢性
疼痛に対する治療介入（薬物療法や教育・運
動療法）の費用対効果、つまり介入によって
得られた患者アウトカム（QOL等）と消費さ
れた医療費用（診療報酬）の割合は、重症群
（EuroQol 5 Dimension：EQ-5Dが0.45以下）
は軽症群に比べて良かった（中央値；4,105 vs. 
61,142 US$/QALY）。また、通常の薬物療法群、
神経ブロックの追加群、教育・運動療法群を
相互比較すると、教育・運動療法群（広義の
認知行動療法に連なる介入）の費用対効果は
良い傾向にあった（11,803 vs. 26,228 vs. 
7,079 US$/QALY）。この傾向は、認知行動療法
と一般診療を比較した他の報告2)の結果
（ICERで US$3,049／QALY；パフォーマンスが
良いと判断される閾値よりかなり小さい）か
らも、概ね妥当であると示唆された。 
（２）社会経済的な疾病負担 
レビューの結果、4編の報告が選択された
（表2、エビデンスクラス：Ⅲ～Ⅳ）5)6)7)8)。
それらの研究デザインは、アンケートによる
自己申告情報を基礎としたものが多かった。
母集団は、290～30,000件であり、対象疾患
は、慢性疼痛全体と特定疾病（発症機序）・部
位であった。また、観察期間（または分析期
間）は、1か月～24か月となっていた。 
評価指標のうち貨幣単位の分析がなされて
いたのは、労働損失で2編あった。例えば、
プレゼンティズム等の労働損失が100人当た
り年間25,000 US$前後とする報告5)、および
慢性疼痛を罹患することで1人当たりの労働
損失が有意に増加（148万8,385 vs. 80万
4,634円／年、p<0.05）したとする報告7)が
あった。 
また、社会経済的な影響分析の結果、労働
損失は、本邦全体で年間194.8～227.8億
US$となった。 
医療費用に関しては、医師受診回数（9.31 
vs. 4.08回）、救急外来利用回数（0.19 vs. 
0.08回）および入院回数（0.71 vs. 0.34回）
が、慢性疼痛群で有意に高い（全てp＜0.05）
とする報告7)が散見した。さらに、その社会
経済的な影響分析は、一般患者群に対して慢
性疼痛群が年間11.2億 US$の増加となった。 
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Ｄ．考察 
本研究のミクロの調査結果よると、慢性疼
痛の治療介入のうち教育・運動療法や認知行
動療法は、一般診療（薬物療法含）に比べて
費用対効果が良いことが明らかとなった。以
上から、わが国における慢性疼痛の疾病負担
を効率的に管理するには、認知行動療法等の
介入を積極的に推し進めることも意義がある
と推察された。また、本研究のマクロの調査
分析からは、慢性疼痛に伴う社会経済的な負
担増として、労働損失の影響が顕著であるの
も明らかとなった。なお、複数のソース（先
行研究）から算出した結果が概ね一致してい
たため、本邦のアブゼンティズムおよびプレ
ゼンティズムによる経済損失の総計は、年間
2兆円程度と理解された。 
 
Ｅ．結論 
得られた示唆から、我が国の慢性疼痛の疾
病対策は、費用対効果に優れる医療技術を中
心に診療介入を積極的に行うことで、個人の
疼痛軽減を進めつつ国全体の労働損失も予防
することが期待される。 
 
Ｆ．健康危険情報 
総括研究報告書にまとめて記載。 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含
む。） 

1.特許取得 
 なし 
2.実用新案登録 
なし 
3.その他 
なし 
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 表１．慢性疼痛に対する治療技術の費用対効果分析の一覧（ミクロの分析結果） 
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 表２．慢性疼痛領域における社会経済的な影響に関する研究報告とモデル計算の結果（マクロの分析結果） 


